
（別記） 

令和８年度綾町地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

綾町は、宮崎県のほぼ中心部で宮崎市の西北方約 23km に位置し、気象は平均気温１  

６．８℃、年間降水量 2,373mm、日照時間 2,099 時間となっており温暖多雨の気候であ  

る。総面積が 9,519ha で、その８０％は山林原野で占められている。耕地面積は６８４ha 

で、農業の主体は畜産、野菜（施設園芸）果樹であり、水稲と畜産、施設園芸等を組み合

わせた複合経営が展開されており、きゅうりの栽培技術、品質においては全国レベルの取

り組みが形成されている。 

また、水田 331ha、畑 316ha、樹園地 81ha のうち土地基盤整備が約７０％をこえる生産

基盤に立脚し、温暖、多雨、多照な気候風土を活用した農業である。このため、本町の農

業は複合経営による団地型農業を特性として位置付け、生産基盤が整った水田では生産性

の高い作物の選択を図るなど、水田の高度利用が望まれる。綾町の農業としては、農協と

町が一体となった他地域にはない特色ある政策を行っているが、生産者の多くは高齢化が

進み、担い手の確保に苦労している。特に、主食用米に関しては、今後増える見込みはな

く、加工米及び飼料作物又は、一般作物への変換が予想される。 

綾町の将来を考えると、若手農家をどう育てるかが課題であり、同時に高齢になっても続

けられる農業の確立も必要になると考えられる。 
 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力強化に向けた

産地としての取組方針 

 温暖な気候を利用して施設、露地で栽培されており、市場での評価が高いものを得てい

る。このようなことから、これまでと同様、産地交付金を活用し、園芸作物等への支援を

行いながら今後、作付面積の維持・拡大を図る。特に振興作物であるきゅうりについて

は、作付け体系が定着しているため畑化地の推進を図る。令和７年度の 23.351ha から令

和 8年度には 23.696ha へと大きな差異は見られないが、引き続き産地交付金を活用し支

援していく。 
 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

水稲（水張り）を組み入れない作付け体系が数年以上定着し、畑作物のみを生産し続け

ている。水田がないか、今後も水稲昨に活用される見込みがないか等を確認し、該当地が

あった場合は、県と情報共有しながら畑地化の検討をしていく。特に振興作物である施設

きゅうりにおいては、定着が見られるため、畑化地の推進を図っていく。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

主食用水稲については、消費は一貫して減少傾向にある。また、早期米においては  

他産地も早進化が進み、低温貯蔵の定着、新米志向の薄れなどにより早期出荷のメリ 

ットがなくなりつつあり、普通期米についても県内外への販売促進を図っているが、 

販売環境は厳しい状況である。このため、需要に応じた「商品価値の高い売れる米作 

り」を基本に、食味、品質の一層の向上や需要動向に応じた新品種の導入、特別栽培 

米等多様な米作りを推進するとともに、担い手への集積を行い、低コスト化に取り組 

んでいく。 



販売については、経済連と連携して取り組むとともに、新たな販売ルートの書いた   

開拓も視野入れ、安定的な出荷販売体制を構築していく。 

また、「安全、安心」の消費者ニーズに対応するため、栽培履歴の記帳、確認体   

制を確立し、トレーサビリティシステムを構築する。 

 

（２）非食用米 

 

エ WCS 用稲 

畜産農家を中心に自給粗飼料の確保の観点から、作付が拡大しつつある。 

今後も、生産性の高い畜産経営に努め、経営コストの削減を図るため産地交付金にお 

いて直播栽培への支援を行い、WCS 用稲の作付面積を令和 7年度の実績の 113.243ha 

から令和 8年には 113.231ha へ設定し、減少を抑えるべく推進を図る。 

 

 オ 加工用米 

地域内の認定生産方針作成者において取組が行われている。焼酎用の米については 

県内の実需者（雲海酒造）、産地交付金における宮崎県認定の支援を行い、令和 8年 

度には加工用米の作付面積を 1.317ha と現状に沿った設定をし、減少を抑えるべく推 

進を図る。 

 

（３）麦、大豆、飼料作物 

麦・大豆は適正管理の徹底や共同調製による品質向上を図り、作付面積の維持を図 

る。 

飼料作物は、畜産農家の大半が水稲、野菜等の耕種部門との複合経営であり、一部  

の畜産農家では水田を利用し、年間を通して青刈りソルゴーやイタリアンライグラス 

などの飼料作物を栽培している。今後も、通年栽培を行うことで生産性の高い畜産経 

営に努め、経営コストの削減と 、飼料作物の作付面積を令和８年度には 88.806ha 

と設定し、減少を抑えるべく推進する。 

 

（４）そば、なたね 

産地交付金及び畑作物の直接支払交付金を有効に活用し、需要者との結びつきの強 

化、排水対策、良品質作物の安定供給を引き続き図る。 

 

（５）地力増進作物 

本町憲章の一つである「自然生態系を生かして育てる町にしよう」を軸に、化学肥  

料や農薬をできるだけ使用しない土づくりを約 35 年間実施してきた。生産者への認  

知は十分であるが、新たに取り組む生産者への支援を充実させ、作物のすき込み後 

は、高収益作物等の推進を図る。具体的な助成対象品目は、セスバニア、ヘアリーベ 

ッチ、ソルガム、チャガラシ、エンバク、ライコムギ、スーダングラス、イタリアン 

ライグラス、テフグラス、ベントグラス、センチピードクラス、ナギナタガヤ、レン 

ゲ、クリムソンクローバー、クロタラリア、ダイカンドラ、ヒマワリ、ハゼリソウ、 

シロガラシ、ヒエ、ギニアグラス、アニュアルライグラアス、バヒアグラス、トール 

フェスク、ケンタッキーブルーグラス、シロクローバー、マリーゴールドとする。 

 

（６）高収益作物 

① きゅうり 

産地として確立されており、更に品質の向上や「安心、安全」の消費者ニーズ   

に対応した栽培方法を推進していく。施設きゅうりにおいては、定着が進んでい  

るため、畑地化の推進を図る。 



② 地域振興作物  

除草剤を使用しない「自然生態系農業」に取り組み、更なる安心・安全な生産 

に努めるとともに、産地交付金を活用しながら、需要に応じた品目の作物を行 

う。定着が進んでいる場所においては畑地化を推進していくため、令和 7年度の  

作付面積約 12.061ha から令和 8年度には 12ha へと維持推進を図る。 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 

 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

100.3537 0 106.561 0 84 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 1.6 0

1.085 0 1.085 0 2.6 0

0 0 0 0 0 0

113.243 0 113.231 0 122.5 0

0 1.317 0 1.317 2.6 1.5

0.331 1.773 0.331 1.773 0.9 0.5

0.04 0 0.04 0 0.1 0

88.244 84.659 88.806 84.694 110 110

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0.1

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0.05 0

36.061 0 31.259 0 38.6 0

・野菜 35.961 0 31.159 0 38 0

・花き・花木 0 0 0 0 0 0

・果樹 0.1 0 0.1 0 0.6 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・○○ 0 0 0 0 0 0

6.353 0 6.063 0 70 0

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

地力増進作物

高収益作物

その他

畑地化

作物等

麦

大豆

飼料作物

そば

なたね

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

加工用米（焼酎用）取
組面積

1.317ha 2.6hs

米粉用取組面積 1.085ha 2.6ha

単収向上（10a当） 468kg 474kg

作付面積 12.061ha 12ha

k 直売所売上 182百万円 167百万円

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

目標値
【令和８年度】

1 きゅうり
地域重点作物助成

（基幹）
作付面積 17.679ha 25.5ha

整理
番号

対象作物 使途名 目標
前年度（実績）
【令和７年度】

2 加工用米・米粉用米
加工用米・米粉用米生
産性向上加算　（基

幹・二毛作）

3 地域振興作物
地域振興作物助成（基

幹）

0.1ha

5
地域増進作物

　（別紙のとおり）
地力増進作物助成 作付面積 0ha 1ha

4 そば・なたね
そば・なたね助成　(基

幹）
作付面積 0ha



７　産地交付金の活用方法の概要

協議会名：綾町地域農業再生協議会

1 地域重点作物助成（基幹） 1 20,000 きゅうり 対象作物の作付面積に応じた支援

2 加工用米・米粉用米生産性向上加算(基幹） 1 16,000 加工用米，米粉用米 加工用米及び米粉用米を利用する県内の実需者へ原料として供給。

2 加工用米・米粉用米生産性向上加算（二毛作） 2 16,000 加工用米、加工用米 加工用米及び米粉用米を利用する県内の実需者へ原料として供給

3 地域振興作物助成（基幹） 1 16,000 地域振興作物（別紙のとおり） 対象作物の作付面積に応じた支援

4 そば・なたね助成（基幹） 1 20,000 そば、なたね 種前契約書の写し・自家加工販売計画書等を提出

5 地力増進作物助成 1 20,000 地力増進作物（別紙のとおり） 対象作物を作付けし、農業生産の基盤となる土づくりを実施する

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


